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◇◆ 実務経験（見込）証明書の記入例について 
 
 
ここでは、記入例１～３の３パターン及び実務経験見込証明書、従事日数内訳証明書の

記入例を掲載しています。 

 

【実務経験証明書記入例１】（P.45） 

１カ所の実務経験で受験資格要件を満たす方の例です。 

 

 （すべての記入例に共通事項） 

 ※受験申込者本人の従事していた期間中あるいはそれ以降に、法人名・事業所名の変更や合

併等の変更があった場合は、その経緯を備考欄に記載してください。 

 ※国家資格に基づく実務経験の場合、業務従事期間の起算日は、資格登録日以降となります。

記入例 1 の場合、就職した日が平成 25（2013）年 4 月 1 日であっても、資格登録日が平

成 25（2013）年 4月 5日である場合、業務従事期間は 4月 5日からとなります（4月 1～

4 日は非該当となります）ので、注意してください。 

 

【実務経験証明書記入例２】（P.46） 

 同一法人で、複数事業所の実務経験を証明する場合の例です。 

 人事異動等により、同一法人で複数事業所での実務経験がある場合、法人代表者（理事長、

代表取締役社長等）の証明であれば、例示のように複数事業所分を 1 枚にまとめて証明してい

ただくことができます。 

 その場合は、例示のように、業務従事期間の内訳等を備考欄に明記してください。 

 なお、事業所等の代表者（施設長、病院長等）が証明する場合は、事業所ごとの証明となる

ので、実務経験証明書は複数枚（実務経験のある事業所数分）となります。 

 

【実務経験見込証明書記入例】（P.47） 

 見込期間は、最長で試験日の前日（2019 年 10 月 12 日）までですので、それまでの期間内で、

受験資格要件を満たす日までを業務従事期間としてください。 

 異なる複数事業所の実務経験がある場合、現在従事している事業所分のみを実務経験見込 

証明書様式にて証明し、それ以前に従事していた事業所分については、実務経験証明書様式に

て証明してください。 

 実務経験見込証明書の提出による受験の場合、実務経験が確定した時点の内容で再度、提出

期限（10 月 29 日）までに実務経験証明書が提出されないと、受験は無効となりますので提出

期限に間に合うように実務経験証明書を発行できるよう、注意してください。  

 

【従事日数内訳証明書記入例】（P.48） 

 同一期間に複数の事業所に所属（かけもち）している場合に限り必要です。 

 実務経験証明書と併せて、該当するすべての事業所分が必要となります。 

 他事業所と重複している分の期間及び日数は、業務従事期間及び日数から除算されます。 
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